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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第99期

第２四半期連結
累計期間

第100期
第２四半期連結
累計期間

第99期
第２四半期連結
会計期間

第100期
第２四半期連結
会計期間

第99期

会計期間

自  平成20年
  　４月１日
至  平成20年
     ９月30日

自  平成21年
     ４月１日
至  平成21年
     ９月30日

自  平成20年
     ７月１日
至  平成20年
     ９月30日

自  平成21年
     ７月１日
至  平成21年
     ９月30日

自  平成20年
     ４月１日
至  平成21年
     ３月31日

売上高 (百万円) 88,097 54,239 48,746 30,386 182,132

経常利益 (百万円) 941 183 409 65 1,496

四半期(当期)純利益 (百万円) 472 88 173 23 720

純資産額 (百万円) ― ― 16,298 16,076 15,974

総資産額 (百万円) ― ― 36,444 32,493 35,084

１株当たり純資産額 (円) ― ― 604.11 596.19 592.08

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 17.59 3.30 6.46 0.88 26.81

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 44.6 49.3 45.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 481 △891 ― ― 3,222

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △152 254 ― ― △59

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △142 △141 ― ― △286

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― ― 3,625 5,525 6,306

従業員数 (名) ― ― 298 295 286

(注)　１　従業員数は就業人員数を表示しております。

 ２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

 ３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事

業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

　 平成21年９月30日現在

従業員数(名) 295

(注)  従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向者

を含む就業人員であります。

　

　

(2) 提出会社の状況

　 平成21年９月30日現在

従業員数(名) 271

(注)  従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。 
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

該当事項はありません。
　
(2) 受注実績

当第２四半期連結会計期間における各事業部門の成約状況は、次のとおりであります。

区分 成約高(百万円)
前年同四半期比

(％)
契約残高(百万円)

前年同四半期比
(％)

電力関連部門 26,607 3.6 92,644 37.3

化学機械関連部門 2,930 △56.9 6,850 △42.7

電子精機関連部門 2,021 △69.8 3,312 △49.8

環境・船舶関連部門 10,425 △24.4 29,543 △18.7

その他 255 △74.0 768 △26.5

合計 42,240 △21.7 133,118 7.9

(注)   上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 販売実績

当第２四半期連結会計期間における各事業部門の販売実績は、次のとおりであります。

区分 金額(百万円) 前年同四半期比(％)

電力関連部門 13,143 △49.9

化学機械関連部門 3,556 △45.5

電子精機関連部門 3,575 △21.8

環境・船舶関連部門 9,933 △3.2

その他 177 △84.8

合計 30,386 △37.7

(注) １  主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

　

相手先

前第２四半期連結会計期間 当第２四半期連結会計期間

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％)

東京電力㈱ 10,123 20.7 3,929 12.9

中部電力㈱ 8,750 17.9 2,670 8.8

２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等

又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。
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３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)経営成績の分析

　当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、政府の景気対策の効果などにより、一部では景気の

下げ止まりの兆しがみられるものの、昨年の米国発の金融危機に端を発する世界経済の落ち込みは未だ

根強く、企業収益や雇用・所得環境の悪化、個人消費や設備投資意欲の低迷から、引き続き厳しい状況で

推移しております。

　こうした情勢のもと、当社グループの当第２四半期連結会計期間の成約高は、前年同四半期に比べ

11,696百万円減少の42,240百万円となりました。

　また、当第２四半期連結会計期間の売上高は、30,386百万円と前年同四半期を18,360百万円(前年同四半

期比37.7%)下回ることとなりました。売上高の部門別構成は電力関連部門43.2%、化学機械関連部門

11.7%、電子精機関連部門11.8%、環境・船舶関連部門32.7%、その他0.6%となりました。

　売上総利益は1,396百万円(前年同四半期比217百万円減、13.5%減)、営業利益71百万円(同331百万円減、

82.3%減)、経常利益65百万円(同344百万円減、84.1%減)、四半期純利益23百万円(同150百万円減、86.5%減)

となりました。

　

(2)財政状態の分析

資産、負債及び純資産の状況

　

(イ)資産の部

　当第２四半期連結会計期間末における総資産は32,493百万円となり、前連結会計年度末と比較して

2,591百万円の減少となりました。主な要因として売上債権の減少等により流動資産が2,830百万円減少

し、投資有価証券評価替え等により固定資産が239百万円増加したことによります。

　

(ロ)負債の部

当第２四半期連結会計期間末における負債合計は16,416百万円となり、前連結会計年度末と比較して

2,693百万円の減少となりました。この主な要因は、仕入債務の減少等により流動負債が2,627百万円減少

し、引当金の減少等により固定負債が66百万円減少したことによります。

　

(ハ)純資産の部

当第２四半期連結会計期間末における純資産合計は16,076百万円となり、前連結会計年度末と比較し

て102百万円の増加となりました。この結果自己資本比率は49.3%となりました。
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(3)キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前年同四半期末と比較して1,900百万円

増加の5,525百万円となりました。内訳につきましては、以下の通りであります。

　

(イ)営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動の結果、増加した資金は698百万円(前年同四半期比611百万円増)となりました。増加の主な内

訳は、税金等調整前四半期純利益67百万円、売上債権の減少額4,335百万円等であり、減少の主な内訳は仕

入債務の減少額4,500百万円等であります。

　

(ロ)投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動の結果、減少した資金は85百万円(前年同四半期比86百万円減)となりました。増加の主な内訳

は、投資有価証券の売却5百万円等であり、減少の主な内訳は有形固定資産の取得による支出92百万円等

であります。

　

(ハ)財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動の結果、増加した資金は273百万円(前年同四半期比30百万円減)となりました。増加の主な内

訳は、短期借入金の借入860百万円等であり、減少の主な内訳は、短期借入金の返済550百万円、配当金の支

払32百万円等であります。

　

(4)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

　

(5)研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

第１四半期連結会計期間末において、重要な設備の新設、除却等の設備計画はありません。また、当第２

四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 64,000,000

計 64,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年11月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 28,678,48628,678,486
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は
500株であります。

計 28,678,48628,678,486― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成21年９月30日 ― 28,678 ― 3,443 ― 2,655
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(5) 【大株主の状況】

　 　 平成21年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

三菱重工業株式会社 東京都港区港南２丁目16番５号 3,913 13.64

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目３番１号 3,849 13.42

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口)

東京都港区浜松町２丁目11番３号 1,077 3.75

三菱電機株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目７番３号 1,026 3.57

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 641 2.23

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２丁目１番１号 531 1.85

ＣＢＮＹ　ＤＦＡ　インターナ
ショナルキャップバリューポー
トフォリオ
(常任代理人　シティバンク銀行
株式会社)

12990CEANAVENUE,11F,SANTAMONIKA,
CA90401USA
(東京都品川区東品川２丁目３番14号)

514 1.79

三菱化工機株式会社 神奈川県川崎市川崎区大川町２番１号 480 1.67

株式会社東京エネシス 東京都港区新橋６丁目９番７号 461 1.60

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海１丁目８番11号 455 1.58

計 ― 12,950 45.15

(注)  上記のほか当社所有の自己株式1,809,985株(6.31%)があります。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成21年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式
1,809,500

―
株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式
26,647,500

53,295 同上

単元未満株式
普通株式
221,486

― 同上

発行済株式総数 28,678,486― ―

総株主の議決権 ― 53,295 ―

(注)  「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式485株、および証券保管振替機構名義株式478株が含ま

れております。

　

② 【自己株式等】

　 　 平成21年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
東京産業株式会社

東京都千代田区
大手町２－２－１

1,809,500 ― 1,809,5006.30

計 ― 1,809,500 ― 1,809,5006.30

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 252 272 297 298 320 310

最低(円) 239 245 270 274 286 288

(注)  株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第２四半期連結会計期間(平成20年７月１日から平成20年９月30日まで)及び前第２四半期連結

累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第２四半期連結会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間

(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間(平成20年７月１

日から平成20年９月30日まで)及び前第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日

まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、養和監査法人により四半期レビューを受けております。

　

３　金額の表示単位の変更について

当社の四半期連結財務諸表及びその他の事項の金額は、従来、千円単位で記載しておりましたが、第１四

半期連結会計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成21年

４月１日から平成21年６月30日まで)より百万円単位で記載することに変更いたしました。これに伴い、当

第２四半期連結会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間

(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)につきましても百万円単位で記載しております。

　なお、比較を容易にするため、前第２四半期連結会計期間(平成20年７月１日から平成20年９月30日まで)

及び前第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日まで)についても百万円単位に組

替え表示しております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,538 6,398

受取手形及び売掛金 ※3
 16,346

※3
 18,975

有価証券 2,191 1,578

商品 213 268

その他 2,196 824

貸倒引当金 △311 △38

流動資産合計 25,175 28,006

固定資産

有形固定資産 ※1
 3,050

※1
 2,978

無形固定資産 55 58

投資その他の資産

投資有価証券 3,242 2,992

その他 1,283 1,367

貸倒引当金 △314 △319

投資その他の資産合計 4,211 4,041

固定資産合計 7,317 7,078

資産合計 32,493 35,084

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 5,681 8,567

受託販売未払金 5,781 6,609

短期借入金 1,570 1,570

未払法人税等 82 324

引当金 270 368

その他 2,588 1,162

流動負債合計 15,975 18,602

固定負債

長期借入金 5 10

引当金 147 307

その他 289 191

固定負債合計 441 508

負債合計 16,416 19,110
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 3,443 3,443

資本剰余金 2,655 2,655

利益剰余金 9,916 9,962

自己株式 △533 △532

株主資本合計 15,481 15,528

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 401 243

繰延ヘッジ損益 △4 △0

土地再評価差額金 139 139

評価・換算差額等合計 536 381

少数株主持分 57 63

純資産合計 16,076 15,974

負債純資産合計 32,493 35,084
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

売上高 88,097 54,239

売上原価 84,935 51,666

売上総利益 3,162 2,573

割賦販売未実現利益戻入額 32 27

割賦販売未実現利益繰入額 46 △39

差引売上総利益 3,148 2,639

販売費及び一般管理費 ※1
 2,345

※1
 2,547

営業利益 802 92

営業外収益

受取利息 15 13

受取配当金 121 87

その他 16 9

営業外収益合計 153 110

営業外費用

支払利息 11 9

その他 2 9

営業外費用合計 13 19

経常利益 941 183

特別利益

投資有価証券売却益 9 5

その他 － 0

特別利益合計 9 5

特別損失

たな卸資産評価損 41 －

ゴルフ会員権評価損 － 1

その他 22 0

特別損失合計 64 1

税金等調整前四半期純利益 887 187

法人税、住民税及び事業税 409 77

法人税等調整額 12 28

法人税等合計 422 105

少数株主損失（△） △7 △6

四半期純利益 472 88
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間
(自 平成20年７月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日
　至 平成21年９月30日)

売上高 48,746 30,386

売上原価 47,132 28,990

売上総利益 1,613 1,396

割賦販売未実現利益戻入額 16 13

割賦販売未実現利益繰入額 18 △39

差引売上総利益 1,611 1,449

販売費及び一般管理費 ※1
 1,208

※1
 1,377

営業利益 402 71

営業外収益

受取利息 6 5

受取配当金 2 0

その他 5 0

営業外収益合計 14 7

営業外費用

支払利息 5 4

その他 2 8

営業外費用合計 7 13

経常利益 409 65

特別利益

投資有価証券売却益 9 1

特別利益合計 9 1

特別損失

たな卸資産評価損 41 －

その他 22 －

特別損失合計 64 －

税金等調整前四半期純利益 354 67

法人税、住民税及び事業税 261 73

法人税等調整額 △76 △27

法人税等合計 185 45

少数株主損失（△） △4 △1

四半期純利益 173 23
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 887 187

減価償却費 94 132

投資有価証券売却損益（△は益） △9 △5

投資有価証券評価損益（△は益） 11 －

有形固定資産処分損益（△は益） 0 0

ゴルフ会員権評価損 10 1

貸倒引当金の増減額（△は減少） △4 267

賞与引当金の増減額（△は減少） 2 △48

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △50 △50

退職給付及び役員退職慰労引当金の増減額（△
は減少）

△91 △160

受取利息及び受取配当金 △136 △101

支払利息 11 9

売上債権の増減額（△は増加） △1,043 2,631

たな卸資産の増減額（△は増加） 163 54

リース投資資産の増減額（△は増加） － 11

仕入債務の増減額（△は減少） 948 △3,697

未払又は未収消費税等の増減額 △62 21

その他 △15 62

小計 714 △681

利息及び配当金の受取額 136 100

利息の支払額 △11 △9

法人税等の支払額 △359 △301

営業活動によるキャッシュ・フロー 481 △891

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 － △20

定期預金の払戻による収入 － 500

有形固定資産の取得による支出 △109 △210

有形固定資産の売却による収入 17 1

無形固定資産の取得による支出 △1 △33

投資有価証券の取得による支出 △100 △19

投資有価証券の売却による収入 30 28

貸付けによる支出 △1 △4

貸付金の回収による収入 11 11

投資活動によるキャッシュ・フロー △152 254
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 860 860

短期借入金の返済による支出 △860 △860

長期借入金の返済による支出 △5 △5

リース債務の返済による支出 － △1

自己株式の取得による支出 △1 △1

自己株式の売却による収入 0 0

配当金の支払額 △135 △133

少数株主への配当金の支払額 △1 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △142 △141

現金及び現金同等物に係る換算差額 19 △2

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 205 △780

現金及び現金同等物の期首残高 3,419 6,306

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 3,625

※1
 5,525
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【継続企業の前提に関する事項】

当第２四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日  至　平成21年９月30日)

１　会計方針の変更

(1) 完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更

請負工事に係る収益の計上基準については、従来、契約内容により工事進行基準と工事完成基準を選択適用し

ておりましたが、「工事契約に関する会計基準」(企業会計基準第15号　平成19年12月27日)及び「工事契約に関

する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日)を第１四半期連結会計期間より適

用し、第１四半期連結会計期間に着手した工事契約から、当第２四半期連結会計期間末までの進捗部分について

成果の確実性が認められる工事については工事進行基準(工事の進捗率の見積りは原価比例法)を、その他の工事

については工事完成基準を適用しております。

これによる、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽微であります。

　

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日)

(四半期連結損益計算書関係)

　前第２四半期連結累計期間において、特別損失の「その他」に含めていた「ゴルフ会員権評価損」は、特別損失

総額の100分の20を超えたため、当第２四半期連結累計期間では区分掲記することとしております。なお、前第２四

半期連結累計期間の特別損失の「その他」に含まれる「ゴルフ会員権評価損」は10百万円であります。

 

　

【簡便な会計処理】

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日  至　平成21年９月30日)

１　一般債権の貸倒見積高の算定方法

当第２四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認められ

るため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

２　棚卸資産の評価方法

当第２四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前連結会計年度末の実地棚卸高を基

礎として合理的な方法により算定する方法によっております。

　また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、簿価切

下げを行う方法によっております。

３　固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して計算する方法によっ

ております。

４　法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法によっ

ております。

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状況に

著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニング

を利用する方法によっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第２四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日)

該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額       
　　  (減損損失累計額含む)       　  　 1,960百万円

※１　有形固定資産の減価償却累計額
　　　(減損損失累計額含む)          　  1,847百万円

  ２　  偶発債務
　次の通り銀行借入に対し保証を行っておりま
す。 
銀行借入 
㈱バイオマスパワーしずくいし 　    46百万円 
 

 

 
 

  ２　 偶発債務   
　次の通り銀行借入に対し保証を行っておりま
す。 
銀行借入 
㈱バイオマスパワーしずくいし    　 48百万円
 
　次の通り支払債務に対し保証を行っておりま
す。
支払債務
研精舎(上海)精密機械加工有限公司　171百万円

※３　　手形裏書譲渡高　　　　　　　　 　　7百万円 ※３　　手形裏書譲渡高　　　　　　　　 　　9百万円

　

(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

　
前第２四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日  至　平成20年９月30日)
当第２四半期連結累計期間 

(自　平成21年４月１日 至　平成21年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

従業員給料手当                　826百万円

役員退職慰労引当金繰入額       　23百万円

賞与引当金繰入額              　323百万円

※１　販売費及び一般管理費の主なもの 

従業員給料手当 　               769百万円 

役員退職慰労引当金繰入額 　      25百万円 

賞与引当金繰入額 　             258百万円

貸倒引当金繰入額　　　　　　　　268百万円

　

第２四半期連結会計期間

　
前第２四半期連結会計期間

(自　平成20年７月１日  至　平成20年９月30日)
当第２四半期連結会計期間 

(自　平成21年７月１日 至　平成21年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

従業員給料手当                　406百万円

役員退職慰労引当金繰入額       　12百万円

賞与引当金繰入額              　161百万円

※１　販売費及び一般管理費の主なもの 

従業員給料手当 　               345百万円 

役員退職慰労引当金繰入額 　      13百万円 

賞与引当金繰入額 　             129百万円

貸倒引当金繰入額　　　　　　　　216百万円

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前第２四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日  至　平成20年９月30日)
当第２四半期連結累計期間 

(自　平成21年４月１日  至　平成21年９月30日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 

現金及び預金 5,126百万円

有価証券勘定

(コマーシャルぺーパー)
498百万円

　　　計 5,625百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △2,000百万円

現金及び現金同等物 3,625百万円
 

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 

現金及び預金 4,538百万円

有価証券勘定 　

　債権信託受益権 1,098百万円

　コマーシャルペーパー 998百万円

　　　計 6,635百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △1,110百万円

現金及び現金同等物 5,525百万円
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(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成21年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日

 至  平成21年９月30日)

１  発行済株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 28,678,486

　

　

２  自己株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 1,809,985

　

　

３  新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４  配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年６月26日
定時株主総会

普通株式 134 5.00平成21年３月31日 平成21年６月29日 利益剰余金

　

(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年11月５日
取締役会

普通株式 134 5.00平成21年９月30日 平成21年12月７日 利益剰余金

　

　

　

５  株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自  平成20年７月１日  至  平成20年９月30日)及び当第２四半期連結会

計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)並びに前第２四半期連結累計期間(自  平成20

年４月１日  至  平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成

21年９月30日)

全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める主たる事業の機械、器具、工具等卸売販売業

の割合が、いずれも90％を超えるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

　

【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自  平成20年７月１日  至  平成20年９月30日)及び当第２四半期連結会

計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)並びに前第２四半期連結累計期間(自  平成20

年４月１日  至  平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成

21年９月30日)

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、90％を超えるため、所在地別セグメント情報の記

載を省略しております。

　

【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間(自  平成20年７月１日  至  平成20年９月30日)及び当第２四半期連結会

計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)並びに前第２四半期連結累計期間(自  平成20

年４月１日  至  平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成

21年９月30日)

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

　

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。

　

(デリバティブ取引関係)

デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

　 　

　 596.19円
　

　 　

　 592.08円
　

　

２  １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

第２四半期連結累計期間

　
前第２四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 17.59円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―
　

１株当たり四半期純利益金額 3.30円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―
　

(注)  １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

項目
前第２四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 472 88

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 472 88

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 26,879 26,869

　

第２四半期連結会計期間

　
前第２四半期連結会計期間
(自  平成20年７月１日
至  平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 6.46円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―
　

１株当たり四半期純利益金額 0.88円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―
　

(注)  １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

項目
前第２四半期連結会計期間
(自  平成20年７月１日
至  平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 173 23

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 173 23

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 26,878 26,869
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(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

　

２ 【その他】

第100期(平成21年４月１日から平成22年３月31日まで)中間配当については、平成21年11月５日開催の取

締役会において、平成21年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行う

ことを決議いたしました。

①配当金の総額    　　　　　　　　　　　　　　　 134百万円

　②１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　　  5.00円

　③支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　平成21年12月７日

　

　

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年11月10日

東京産業株式会社

取締役会  御中

　

養和監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    長 谷 場　  達   雄    印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    金    子　  重   人    印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東京

産業株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平

成20年７月１日から平成20年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年９

月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東京産業株式会社及び連結子会社の平成20年

９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経

営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 
(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年11月５日

東京産業株式会社

取締役会  御中

　

養和監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    村    井    正    昭    印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    金    子    重    人    印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東京

産業株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平

成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年９

月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東京産業株式会社及び連結子会社の平成21年

９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経

営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 
(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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